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序     文 
 

 トルコ共和国政府は、経済の自立促進、経済基盤強化及び産業発展と民生の向上の両立をめざ

し、1990年から始まった第６次経済社会開発５か年計画において、エネルギー資源の開発による

経済政策の推進に力を注いでいます。 

 その一環としてトルコ共和国政府は、石炭の生産性向上に資するため、エネルギー・天然資源

省の傘下のトルコ石炭公社において鉱山保安技術向上を推進することを計画し、我が国にプロジ

ェクト方式技術協力を要請してきました。 

 この要請を受けて我が国政府は、国際協力事業団（JICA）を通じて1994年11月に事前調査団を

派遣し、要請の背景、計画の妥当性、協力の規模などを調査し、その後さらに協力内容の詳細を

詰めるための長期調査員の派遣を経て、1995年８月に実施協議調査団を派遣して討議議事録

（Record of Discussions）の署名・交換を行いました。本プロジェクトは、同討議議事録に基づき、

1995年11月１日から５年間にわたり技術協力を実施中です。 

 本プロジェクトは、開始後約３年７か月が経過したところで、現在までのプロジェクト活動と、

実施体制の確認、プロジェクト実施上の問題点・要望などの調査を行うことを主な目的として、

1999年６月７日から６月18日まで巡回指導調査団を派遣することとしました。 

 本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに本調査団の派遣に関しご協

力を頂いた日本及びトルコ両国の関係各位に対し、深甚の謝意を表するとともに、あわせて今後

のご支援をお願いする次第です。 

 

   1999年８月 

 

国際協力事業団 
鉱工業開発協力部 
部 長  林   典 伸 
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第１章 巡回指導調査団の派遣 
 

１－１ 要請の背景及び経緯 

 (1) トルコ共和国の炭鉱では、1983年に死者103名を出すガス・炭塵爆発事故を起こして以来毎

年20名ほどの死亡災害事故を繰り返しており、最近では1992年３月にゾングルダック地区の

トルコ石炭公社（以下、「TTK」という）コズル炭鉱においてガス・炭塵爆発事故により死者

265名を出す大惨事が発生した。このため、TTKは重大災害の低減と安全確保及び炭鉱の合理

化・生産性向上を目的に、地質条件が類似し高度の炭鉱保安技術を有する我が国に対し、保

安改善のために緊急に実施すべき重点項目について指導を受けるべく、1992年６月、我が国

にプロジェクト方式技術協力を要請してきた。 

 

 (2) この要請に応えて我が国は1995年８月に実施協議調査団を派遣し、1995年11月１日より

2000年10年31日まで５年間の協力期間で「トルコ鉱山保安技術向上協力事業」が開始される

に至った。 

 

 (3) 現在、実施計画に基づき1995年11月にチーフアドバイザー１名、技術専門家３名（保安管

理技術担当／災害対策技術担当／保安機器技術担当）、業務調整員１名計５名の長期専門家が

派遣し、当初計画された機材もほぼ供与され、セミナーや研修も実施されるなど順調に技術

移転が進められている。 

 

１－２ 調査団派遣の目的 

 本プロジェクト開始から約３年６か月が経過したところ、今次調査では中間評価を行い、プロ

ジェクトの進捗状況確認、プロジェクト実施上の問題点などについてトルコ側と協議を行うこと

を主な目的とする。 

 

１－３ 主要調査項目 

 (1) 中間評価 

   1）計画管理諸表（PO、APO）の作成 

   2）PDMの見直し 

   3）1999年６月の時点での中間評価表の作成 

 

 (2) プロジェクトの技術移転活動の確認及び見直し 

   1）暫定実施計画（TSI）進捗状況の確認及び見直し 
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   ① 日本側（専門家派遣、研修員受入、機材供与、ローカルコスト支援） 

   ② トルコ側（建物・施設などの整備、組織、Ｃ/Ｐの配置、予算措置） 

   2）活動計画の確認 

 

 (3) プロジェクト実施・運営上の問題点についての協議 

   1）合同調整委員会 

 

１－４ 調査団の構成 

氏 名 分 野 所 属 

香室 修造 団長・総括 財団法人 石炭エネルギーセンター 
国際協力部 部長 

大村 倫久 技術協力政策 外務省 経済協力局 技術協力課 
外務事務官 

鯉江 雅人 技術協力計画 通商産業省 環境立地局 
鉱山保安課 石炭保安室 通商産業技官 

宇多 智之 プロジェクト運営管理 国際協力事業団 鉱工業開発協力部 
鉱工業開発協力第二課 職員 

 

１－５ 調査日程 期間：1999年６月７日～1999年６月18日 

日 
順 月日 

曜 
日 スケジュール 宿泊 

１ ６/７ 月 移動（成田13:00発→Frankfurt18:00着）JL407便 Frankfurt 
２ ６/８ 火 移動（Frankfurt12:50発→Ankara16:55着）LH3488便 Ankara 

３ ６/９ 水 

JICAトルコ事務所打合せ 
在トルコ日本大使館表敬 
国家計画庁（SPO）表敬 
エネルギー・天然資源省（MENR）打合せ 

Ankara 

４ ６/10 木 
移動（Ankara→Zonguldak） 
TTK表敬訪問 
プロジェクトサイト視察（坑内外見学） 

Zonguldak 

５ ６/11 金 トルコ側と協議（中間評価） Zonguldak 

６ ６/12 土 移動（Zonguldak→Ankara） 
資料整理 

大村団員： 
移動（Zonguldak→Ankara→空港） 
（Ankara17:50発→Frankfurt20:15着） 
LH3469便 

Ankara 

７ ６/13 日 資料整理 （Frankfurt20:50発→ Ankara 

８ ６/14 月 トルコ側と協議（中間評価） 
Ｍ/Ｄ最終案作成 →成田14:55着）JL408便 Ankara 

９ ６/15 火 合同調整委員会 
Ｍ/Ｄ署名式 Ankara 

10 ６/16 水 移動（Ankara17:50着→Frankfurt20:15発）LH3469便 Frankfurt 
11 ６/17 木 （Frankfurt20:50発→ 機中 
12 ６/18 金 →成田14:55着）JL408便  
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１－６ 主要面談者リスト 

＜トルコ側＞ 

 (1) 国家計画庁（State Planning Organization：SPO） 
   Mr. Pinar Ozer Expert 
 
 (2) エネルギー・天然資源省（Ministry of Energy and Natural Resources：MENR） 
   Mr. Mehmet Ali Turkoglu Deputy Undersecretary 

 
 (3) トルコ石炭公社（Turkish Hard Coal Enterprise：TTK） 
   Mr. Ismail Verimbas Assistant Director General 

   Mr. Yusuf Celik Assistant Director General 
   Mr. Cetin Onur Assistant Director General 

   Mr. Sami Inan Assistant Director General 
   Mr. Ali Riza Akin Assistant Director General 
   Mr. Mesut Ozturk Head of Safety Department 
   Mr. Temel Cakir Head of Planning Department 

   Mr. Mustafa Isbitiren Mine Manager of Kozlu Colliery 
   Mr. Kaya Arslan Mine Manager of Uzulmez Colliery 
   Mr. Hayrullah Cakmak Mine Manager of Karadon Colliery 
   Mr. Osman Nuri Pekin Mine Manager of Amasra Colliery 

   Mr. Fazil Ersoy Mine Manager of Armtcuk Colliery 

   Mr. Gunduz Yerebasmaz Research Manager of Safety Department 

 

＜日本側＞ 

 (1) 在トルコ日本国大使館 

   河南 正幸 二等書記官 

 

 (2) JICAトルコ事務所 

   米林 達郎 所長 

   大竹 茂 所員 

   Timur Sayrac ローカルスタッフ 

 

 
 (3) トルコ鉱山保安技術向上派遣専門家 

   山尾 信一郎 チーフアドバイザー 

   阿部 吉夫 業務調整員 

   大西 彦輔 長期派遣専門家 

   一戸 千博 長期派遣専門家 

   坂口 敏則 長期派遣専門家 
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第２章 調査結果の概要 
 

２－１ 調査・協議項目、現状及び問題点、対処方針、調査結果 

調査・協議項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果 
    
0   中間評価    
    
0-1 Project Cycle 
   Management 
  （PCM）手法 

 1998年３月の調査団
派遣時にトルコ側に下
記を説明している。 

 左記について、トルコ
側に再度説明する。 

 左記についてトルコ
側に説明し、理解を得
た。 

    
    
  1）プロジェクトの円滑

な実施のため、すべての
プロジェクト方式技術
協力案件に関し、PCMと
呼ばれるプロジェクト
の計画、モニタリング、
評価手法が導入されて
いる。 
 2）PCM導入に伴い、手
法を具現化するため、
PDMが作成されている。 

（このマトリックス導
入の）結果として、現在
ではプロジェクトは投
入重視ではなく、成果重
視であることが求めら
れている。 
 換言すると、専門家派
遣、研修員受入、機材供
与はプロジェクト方式
技術協力を構成する３
要素であるが、現在では
専門家からＣ/Ｐへの技術
移転の成果が重要視さ
れており、他の２つ、す
なわち研修員受入れと
機材供与は技術移転を
円滑に実施するための
補完であると見なされ
ている旨、トルコ側に説
明し、Ｍ/Ｄに記載する。 

 左記についてトルコ
側に説明し、理解を得、
Ｍ/Ｄに記載した。 

    
    
0-2 Project Design 
   Matrix 
  （PDM）手法 

  PDMに基づく運営管
理手法及び評価手法（含
む評価５項目）を説明
し、トルコ側の理解を
得、Ｍ/Ｄに記載する。 

 左記についてトルコ
側に説明し、理解を得、
Ｍ/Ｄに記載した。 
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調査・協議項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果 

    
0-3 終了時評価の 
   手順 

 前回の調査団派遣時
にプロジェクト終了前
６か月を目途に終了時
評価調査団を派遣して
評価を実施する旨説明
している。 

 以下の点をトルコ側に
説明し、理解を得、Ｍ/Ｄ
に記載する。 

 左記についてトルコ
側に説明し、理解を得、
Ｍ/Ｄに記載した。 

    
    
   1）評価の公正・中立性

を確保するため、トルコ
側評価チームはプロジ
ェクトに直接参加して
いないメンバーを含む
必要がある。同様の理由
で、JICAは日本側評価チ
ームの一員として、専任
のコンサルタントを雇用
する。 
 2）上記のコンサルタン
トは、評価に必要な情報
を収集するために他の
日本側評価チームメン
バーに先立ちプロジェ
クトに派遣され、評価を
実施するために必要な
情報及びデータを収集
し、評価グリッド案とし
て取りまとめる。 
 3）上述のグリッド作成
準備を含む評価は、PDM
と評価５項目を基本と
して実施され、同５項目
は評価の視点として活
用される。 
 4）日本側評価チームの
他のメンバーが派遣さ
れ、トルコ側評価チーム
とともに、成果品として
合同評価報告書を作成
する。 
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調査・協議項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果

1　計画管理諸表の
　 見直し及び策定

1-1　PDM 　1995年９月に派遣さ
れた実施協議調査団に
おいて、PDMは確定され
ているものの指標と指標
データ入手手段について
はＣ/Ｐ側と引き続き検討
する余地がある。

　PDM修正について、ト
ルコ側と協議を行う。指
標の具体的数値につい
ては炭坑災害発生数・被
害者数、保安管理機材の
導入数、保安教育及び救
護隊訓練回数、石炭生産
能率の案でＣ/Ｐ側と検
討する。プロジェクト概
要（プロジェクト目標、
成果等）欄を修正する場
合には、Ｒ/Ｄを修正する
ことが必要になること
についても理解を得た
うえで、修正案をＭ/Ｄに
添付する。

　指標入手手段に生産
能率、教育訓練回数等が
検討されていたが、従来
用いられていた指標の、
災害統計、生産能率変成
統計から読み込めるこ
とから、変更は行わず、
指標に用いる各統計や
資料を入手した。

1-2　活動計画
　　（PO）

　PDMの確定後、POを
作成する必要がある。

　左記について、トルコ
側と協議し、作成したPO
をＭ/Ｄに添付する。

　左記について、トルコ
側と協議し、作成したPO
をＭ/Ｄに添付した。

1-3　年次活動計画
　　（APO）

　上記のPO作成に伴い、
POに基づく年次ごとの
活動を管理する資料と
してAPOを作成する必
要がある。

　左記について、トルコ
側と協議し、作成した
APOをＭ/Ｄに添付する。

　左記について、トルコ
側と協議し、作成した
APOをＭ/Ｄに添付 する。
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調査・協議項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果 

    
2 暫定実施計画(TSI) 
  の進捗状況確認及 
  び見直し 
 （日本側） 

   

    
2-1 専門家派遣    
2-1-1 長期専門家  協力期間開始から1999年５月までの

派遣実績と、各長期専門家の分野と任
期は以下のとおりである。 

 左記の実績を
確認し、Ｍ/Ｄに
記載する。 

 左記の実績を
確認し、Ｍ/Ｄに
記載した。 

  ・チーフアドバイザー 
    山尾 信一郎 
      1995/10/30～1999/10/29 
 ・業務調整員 
    阿部 吉夫 
      1998/3/10～2000/3/9 
 ・保安管理 
    大西 彦輔 
      1995/10/30～1999/10/29 
 ・災害対策 
    一戸 千博 
      1997/10/5～1999/10/14 
 ・保安機器 
    坂口 敏則 
      1997/10/30～1999/10/29 
 
 （任期が終了した専門家については
以下のとおりである。） 
 ・業務調整員（大塚 彩子） 
      1995/10/30～1998/3/29 
 ・災害対策（富樫 弘治） 
      1995/10/30～1997/10/29 
 ・保安機器（高木 英夫） 
      1995/10/30～1997/10/29 

 
 1999年度内協
力期間途中に任
期満了となる専
門家の任期延長
の意向について
聞き取り調査を
行う。 

 
 長期専門家よ
り、全員任期延長
を１年間行いた
い旨意向が表明
された。 
 また、山尾チー
フアドバイザー
より各分野の業
務詳細計画につ
いて説明があり、
プロジェクト目
標の達成のため
には残りのプロ
ジェクト期間に
ついても各分野
の専門家が必要
であることが伝
えられた。 

    
    
  1999年度計画 

 1999年度は派遣されている専門家の
交代時期にあたることから、PO、APO
に基づき、長期専門家の役割（含む人
数及び構成）を再検討し、1999年度以
降の専門家派遣計画を作成する必要が
ある。 

 
 左記について、
トルコ側と協議
し、結果をＭ/Ｄに
添付する。 

 
 PO、APOに基づ
き1999年度の専門
家派遣計画の作成
行い、Ｍ/Ｄに添付
した。 
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調査・協議項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果 
    
2-1 専門家派遣    
2-1-2 短期専門家  協力期間開始から1999年５月までの

派遣実績と、各短期専門家の分野と任
期は以下のとおりである。 

 左記の実績を
確認し、Ｍ/Ｄに
記載する。 

 左記の実績を
確認し、Ｍ/Ｄに
記載した。 

    
    
 1996年度 

 ・呼吸保護具管理技術（土井 卓士） 
      1996/7/9～1996/7/29 
 ・通気網解析技術（井上 雅弘） 
      1996/10/8～1996/11/2 

  

    
 1997年度   
  ・ガス警報器（鈴木 紀夫） 

      1997/9/1～1997/9/15 
 ・集中監視データ処理（千歳 恒盛） 
      1997/9/1～1997/10/15 
 ・集中監視データ処理（松瀬 和敏） 
      1997/9/1～1997/10/15 

  

    
 1998年度   
  ・保安総合管理（内野 健一） 

      1998/7/4～1998/7/15 
 ・坑内ガス分析（新谷 茂） 
      1999/1/30～1999/2/14 
 ・自然発火対策（樋口 澄志） 
      1999/3/6～1999/3/14 

  

    
    
  1999年度計画については、1999年２

月のリーダー会議の時点で以下の４名
の要請がなされている。 
 ・集中監視技術 
      1999年６月 
 ・集中監視技術 
      1999年６月 
 ・教育・訓練技術 
      1999年10月 
 ・ガス炭塵爆発防止技術 
      2000年１月～２月 

 トルコ側要望を
聴取しプロジェク
トの全体計画も踏
まえ派遣期間など
を打合せのうえ、
Ｍ/Ｄに記載する｡ 

 トルコ側とも調
整のうえ、各分野
の短期専門家の派
遣期間を以下のよ
うに調整した。 
・集中監視技術 
２名 
  1999/6/1～ 
   1999/7/3 
・教育・訓練技術 
１名 
  1999/10/4～ 
   1999/10/15 
・ガス炭塵爆発防
止技術１名 
  2000/1/17～ 
   2000/1/28 
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調査・協議項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果 

    
2-2 研修員受入  協力期間開始から1999年５月までの

派遣実績と、各短期専門家の分野と任
期は以下のとおりである。 

 左記の実績を
確認し、Ｍ/Ｄに
記載する。 

 左記の実績を
確認し、Ｍ/Ｄに
記載した。 

    
 1995年度 

 ・Mr. Hayrettin Soytas 
      1996/1/30～1996/2/16 
 ・Mr. Tugrul Muftuoglu 
      1996/1/30～1996/2/16 

  

    
 1996年度 

 ・Mr. Ali Yorulmaz 
      1996/8/31～1996/9/19 
 ・Mr. Ramazan Karaaslan 
      1996/8/31～1996/9/19 
 ・Mr. Kamal Rasit Kutlu 
      1996/8/31～1996/9/19 

  

    
 1997年度 

 ・Mr. Mesut Ozturk 
      1997/7/13～1997/8/9 
 ・Mr. Orhan Dalahmetoglu 
      1997/7/13～1997/8/9 
 ・Mr. Nurettin Eren 
      1997/7/13～1997/8/9 

  

    
 1998年度 

 ・Mr. Halim Bultan 
      1998/5/10～1998/6/6 
 ・Mr. Ilyas Yazicioglu 
      1998/5/10～1998/6/6 
 ・Ms. Sukran Bozkurt 
      1998/5/10～1998/6/6 

  

    
  1999年度計画については、リーダー

会議の時点で保安管理技術、保安機器
技術の分野から３名のＣ/Ｐ研修要請が
なされている。候補者は以下のとおり
である。 
 ・Mr. Cengiz Burma 
 ・Mr. Ali Ozcan 
 ・Mr. Ejder Erbay 

 トルコ側要望を
聴取し研修の時期
や内容などを打合
せのうえ、Ｍ/Ｄに
記載する。 
 
 受入時期は７
月５日から８月
４日まで、受入は
北海道国際セン
ターで行い、太平
洋炭礦、松島炭鉱
での保安管理を
中心に研修する
予定。 

 ７月５日から
８月４日まで、左
記の研修員候補
者３名が来日す
る予定。主な研修
項目は以下のと
おりである。 
・通気、集中監視
システムの研修 

・採炭切羽保安施
設の研修 

・掘進切羽の保安
施設の研修 

・坑内通信システ
ムの研修 

・通気網解析の講
義 

・救護隊、消火隊
の研修 
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調査・協議項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果 

    
2-3 機材供与  協力期間開始から1999年５月までの

機材供与の実績は以下のとおりである｡ 
 左記の実績を
確認し、Ｍ/Ｄに
記載する。 

 左記の実績を
確認し、Ｍ/Ｄに
記載した。 

    
 1995年度   
  通気網解析システム 

 ・パーソナルコンピュータ ２台 
 ・プリンター ２台 
 ・A1インクジェットプロッター １台 
 ・電源装置 ２組 
 ・ソフトウェア １式 
 ・ブック型パソコン １台 
  2,300千円 
 

 協力期間開始
後、現在までに供
与した機材につい
ての配置、維持管
理状況及び利用状
況を確認する。 

 本機材を使用
し、これまで手計
算で行ってきた通
気網解析をＣ/Ｐ独
力でコンピュータ
で計算可能となっ
た。A1インクジェ
ットプロッターが
故障した際にも
Ｃ/Ｐが独自で修理
した。 

    
  COマスク保守・管理システム 

 ・COマスク用呼吸模擬装置 １式 
 ・通気調整・加湿装置 ２台 
 ・COガス分析計 ２台 
 ・ガス温度測定装置 ２台 
 ・精密微差圧計 １台 
 ・記録計 １台 
 ・濾煙能力試験機 １台 
 ・恒温恒湿槽 １台 
 ・振動試験器 １台 
 ・デジタル電子天秤 １台 
 ・定電圧電源装置 ３台 
  58,700千円 

  本機材を使用
した保安器機の
保守・管理技術の
技術移転は完了し
ている。同機材を
用いてコズル炭鉱
以外でのTTKの炭
鉱及びトルコ褐
炭公社のマスク
テストも行って
いる。 

    
  自己救命器保守・管理システム 

 ・呼吸模擬装置 １台 
 ・二酸化炭素ガス分析計 ２台 
 ・ガス温度測定装置 ２台 
 ・精密微差圧計 １台 
 ・記録計 ２台 
 ・採気用ダグラスバッグ １個 
 ・湿式ガスメーター １台 
 ・U字型マノメーター １台 
 ・人頭模型 １個 
 ・定電圧電源装置 ３台 
  30,000千円 

  本機材を使用
する分野におけ
る技術移転は完
了している。故障
等の問題は特に
ない。 

    
  業務用自動車 

 ・ランドクルーザー １台 
  2,610千円 

  有効に活用さ
れている。燃料フ
ィルターがトル
コ国内で入手で
きなかったので、
平成10年度に供
与した。 

    
   1995年度合計 93,610千円   
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調査・協議項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果 

    
2-3 機材供与 1996年度   
  ガス警報器／センサー保守管理システム 

 ・ガス警報器検知素子試験装置 １台 
 ・低温恒湿器 １個 
 ・温度試験用ガス混合器 １式 
 ・検知遅れ試験装置 １式 
 ・交流電源装置 １台 
 ・直流電源装置 １台 
 ・外部出力機構検査装置 １式 
 ・減圧弁 ３台 
 ・導線補償抵抗 ３台 
 ・干渉型精密可燃性ガス検定機 ４台 
 ・直立単管型精密マノメーター ２台 
 ・純水装置 １台 
 ・フォルタン水銀気圧計 １台 
 ・精密アネロイド気圧計 １台 
 ・アスマン通風乾湿計 １台 
 ・干渉型ガス検定整備用工具 １式 
 ・定電圧電源装置 ２台 
 ・COガス漏れ警報機 ２台 
 ・衝撃試験用具 ２枚 
  20,728千円 

 左記の実績を
確認し、Ｍ/Ｄに
記載する。 
 
 協力期間開始
後、現在までに供
与した機材につい
ての配置、維持管
理状況及び利用状
況を確認する。 

 左記の供与機
材を確認した。配
置、維持管理状況
に問題はみられ
なかった。 
 
 
 ガス警報器／
センサー保守管
理システムにつ
いては、既に定期
的な性能試験を
実施しており、警
報機の適正作動
を図っている。 

    
  集中監視データ処理システム 

 ・中央監視盤 １式 
 ・防爆型ローカル局 ５台 
 ・リピーター（中継器） ６台 
 ・低電圧電源装置 ３台 
  40,300千円 

  集中監視処理
システムは、平成
９年度の立ち上
げの際にソフト
的な整合性の問
題があったが、現
在はソフトの翻
訳を含め、問題は
解決したと判断
される。 

    
  入出坑者管理システム 

 ・Main Processing Unit １式 
 ・Data Collection System １式 
 ・Card Processing System １式 
  23,032千円 

  1997年度と２
分割で納入され
た。当初納入分に
ついては先に設
置された。 

    
  業務用ミニバス 

 ・三菱ローザバス １台 
  5,159千円 

  有効に活用さ
れていることが
確認できた。 

    
   1996年度合計 89,219千円   
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調査・協議項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果 

    
2-3 機材供与 1997年度   
  自然発火対策システム／連続ガス分

析システム 
 ・ガスクロマトグラフ １式 
 ・CO連続分析装置 １式 
 ・CO2連続分析装置 １式 
 ・CH4連続分析装置 １式 
  17,661千円 

 左記の実
績を確認し、
M/Dに記載
する。 
 
 協力期間
開始後、現在
までに供与
した機材に
ついての配
置、維持管理
状況及び利
用状況を確
認する。 

 左記の供与機材を
確認した。配置、維持
管理状況に問題はみ
られなかった。 
 
 本機材を使用した連
続ガス分析システムは
総排気を24時間体制で
連続自動分析を行って
おり、坑内の状態が常
に把握できる状態にあ
る。野外設置用の機材
であるにもかかわら
ず、堅固な小屋の中に
設置されていた。 

  入出坑者管理システム追加機材 
 ・Main Processing Unit 
  -Personnel Management Software 
  -Payroll Module 
  -Human Resources Module １式 
 ・Data Collection System 
  -Industrial Computer 
  -RF Antenna 
  -OS/2 Warp Server １式 
  15,055千円 
 
  1997年度合計 32,716千円 
 
 
1998年度 
 坑内通信システム 
 ・主要機械装置 １式 
 ・工具と試験装置 １式 
 ・無線固定局、移動局 １式 
  47,672千円 
 
 集中監視システム追加機材 
 ・監視システムローカル局 １式 
 ・リピーター（中継器） １式 
 ・中央監視盤用ソフト １式 
  11,214千円 
 
  1998年度合計 58,886千円 
 
  供与機材総額合計 272,877千円 
  （平成11年５月現在） 
 
 
 ・1999年度計画 
 既供与機材の保守並びに性能維持の
ため、スペアパーツの要請がなされる
と予測される。 （計画額2,000千円） 
 

  
 入出坑者管理システ
ムについては、立坑口
でのIDカードによる入
出坑者自動管理態勢は
確立されている。本装
置のソフトのトルコ語
への翻訳はＣ/Ｐ自体の
手でなされた。 
 
 坑内通信システムは
1999年４月に導入がな
された。保安技術の重要
項目であり、残りのプロ
ジェクト期間で技術移
転がなされる予定。 
 
 追加のローカル局
とリピーターを設置
したことにより現在
は-560mレベルまでの
監視が可能となった。
ガス監視、自然発火防
止対策上のシステム
導入は完了したとい
える。 
 
 必要なスペアパーツ
の仕様書の作成は終了
し、調達手続きに取りか
かった。計画額等につい
ては本年２月のリーダ
ー会議と変更なし。 
 合同調整委員会の
場で、TTK副総裁より
ショットクリート機
材供与の要請が出さ
れたが、予算上及び技
術移転での必要性の
観点より要請が承認
される可能性は低い
旨回答（持ち帰り検討）
した。 
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調査・協議項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果 

    
2-4 現地業務費支援  1995年度実績：2,565千円 

 1996年度実績：3,300千円 
 1997年度実績：3,060千円 
 1998年度実績：2,969千円 
 1999年度実績：2,700千円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 左記について
予算対実績見通
しを確認すると
ともに帳簿、証憑
書類を確認する。 

 予算対実績見
通し及び帳簿、証
憑書類を確認し
た。1999年度は当
初計画額どおり、
2,700千円の支出
見込みであるこ
とを確認した。 
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調査・協議項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果 

    
3 暫定実施計画（TSI） 
  の進捗状況確認及 
  び見直し 
 （トルコ側） 
 

   

3-1 TTK組織  1999年４月18日に総選挙が行わ
れ、関係省庁の人事異動があった。
TTKの位置づけには変化がなく、
プロジェクト実施には支障がな
い。 

 左記について
は詳細を確認す
る。 

 TTKの所轄がMENR
から国務省（Ministry 
of State）に変更になっ
た。 
 実際にTTKを担当
する国務省大臣には
組織的な裏付けがな
いことが判明。本所轄
変更による影響は表
面化していない。な
お、MENRより従来と
変わらない支援が約
束されている。 

    
3-2 建物施設など 
   プロジェクト 
   サイト基盤整 
   備状況 

 1998年10月のプロジェクト活動
状況報告書で確認した、供与機材
の据えつけ、調整などに対応して、
トルコ側が製作・工事及び供与・
購入した資機材等は別紙資料に記
載されているとおりである。 

 提供施設及び
備品の活用状況
を確認する。 
 また、機材全品
目の配置図、保守
管理状況及び利
用状況を確認し、
Ｍ/Ｄに記載する。 
 機材設置箇所
の環境について
も確認する。 

 施設及び備品の活用
状況を確認し、Ｍ/Ｄに
記載した。機材設置箇
所の環境も確認した
が、管理状態も問題な
かった。多くの機材の
修理もＣ/Ｐ自身の手で
行われている。 

    
3-3 Ｃ/Ｐ、職員の配 
   置 

 1998年10月のプロジェクト活動
状況報告書で確認したＣ/Ｐ配置状
況は別紙資料に記載されていると
おり。 

 左記について
確認し、Ｍ/Ｄに記
載する。 
 またＣ / Ｐの定
着状況について
も調査する。 

 Ｃ/Ｐの配置状況につ
いて確認し、Ｍ/Ｄに記
載した。概略以下のと
おりである。 
保安管理技術： 18名 
災害防止技術： 6名 
保安用機器： 10名 
PD、PM等管理職 3名 
  総計37名 

    
3-4 ローカルコスト 
   負担 

 1995年度実績： 2,990 million TL 
 1996年度実績：28,770 million TL 
 1997年度実績：27,930 million TL 
 1998年度実績：36,450 million TL 
 1999年度実績：30,000 million TL 
 
 ※1999年１月のレートで、 

1million TL≒350円 

 1995、96、97、
98年度実績、1999
年度計画、並びに
５年間全体の予
算計画を確認し、
Ｍ/Ｄに記載する。 

 各年度及び５年間
全体の予算計画を確
認し、Ｍ/Ｄに記載し
た。 
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調査・協議項目 現状及び問題点 対処方針 調査結果 

    
4 その他 
 

   

4-1 専門家の安全 
   確認 

 1999年２月16日にクルド労働者
党（PKK）の党首であるAbdullah 
Ocalan氏がケニアでトルコ当局に
身柄拘束された後、トルコ国に移
送された。このことからイスタン
ブール周辺を中心にPKK組織によ
る断続的な報復テロ爆弾事件が発
生している。外務省より３月19日
付でトルコ国内全域に危険度１の
「注意喚起」が発出された。ゾン
グルダック地域では幸いにして不
穏な動きは認められていないとの
こと。 

 左記について
は詳細を確認す
る。 
 専門家の安全
を確認するとと
もに、危険地域へ
の出張及び夜間
の外出などを控
えるように伝え
る。 

 調査団のトルコ滞
在中は、アンカラ・ゾ
ングルダックとも治
安は大変落ち着いて
おり、不穏な動きはま
ったくなかった。 
 在トルコ日本大使
館より在留邦人を対
象に発信された治安
情報を入手した。直近
においては、新たな治
安情報を流すべき事
態が発生していない
ことから、国内全域の
危険度１を取り下げ
る見込みもあること
を確認した。 
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２－２ PDMの指標 

 本プロジェクトPDMの指標データの入手手段として、現在以下のものが使用されている。 

 ① Reduction of mine accidents in TTK. 

 ② Improvement of safety facilities in TTK. 

 ③ Improvement of mine appliances in TTK. 

 ④ Productivity improvement based on the enhancement of safety technologies in TTK. 

 TTKは、統計類を非常によく整備しており、PDM指標として主に以下の統計が入手・利用が可

能なことがわかった。 

 しかしながら、炭鉱別等の細かい統計はトルコ語のみの場合が多いので入手した資料は英語ま

たは日本語に訳することが必要である。 

 

 今回入手した資料： 

 ・SAFETY REPORT ON TTK APRIL 1999（資料５、英語冊子） 

 ・TTK ISGUVENLIGI DAIRE BASKANLIGI 1998 YILI FAALIYET RAPORU（トルコ語冊子） 

 

 (1) 災害統計 

  災害による死傷者数のみでなく、災害率（日本において一般的に使われている「百万時

間当たり災害率」に該当すると思われる）についての統計もあり、各年を比較することが可

能である。 

 災害統計の代表例としてTable Accident Analysesがある。この他に炭鉱別、負傷部位別、事

由別などの統計も整備されている。よってPDMの指標入手手段である、「Accident statistics in 

TTK」は適切といえる。 

 

 (2) 保安設備の導入実績 

  トルコ側にて年度別の保安設備の導入実績がまとめられている。 

 保安設備の導入実績推移については、過去の資料を入手すれば把握可能である。また、JICA

で作成している供与機材導入実績の統計及びPO、APOからも把握可能であり、PDMの指標入

手手段である、「Achievement of improved mine safety facilities introduction into TTK」は適切

といえる。 

 

 (3) その他の統計 

  救護訓練や水棚の設置数の統計が整備されている。 
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 (4) その他 

  今回の調査で、①通気解析ソフト「風丸」が既にTTK傘下５炭鉱において利用されており、

ソフトの利用方法や入手するデータの測定方法が充分移転されている点や、②COマスクにつ

いても、TTKが所有している分は既に試験を終了し、現在TTK傘下以外の褐炭鉱のものを試

験しているなどプロジェクトチームの技術移転が順調に行われていることがわかったが、統

計的なデータがとれる種類のものではないため、PDM指標としての数値データにはなりにく

い。 

 

２－３ 治安状況及び専門家活動に係る安全確認 

 (1) 1999年３月、外務省海外危険情報の注意喚起（危険度１）が、イスタンブール及び南東部

のみから全土へ対象地域を拡大し発令されたところ、経緯等については以下のとおりである。 

   1）1999年２月、オジャラン・クルド労働者党首領がトルコ当局により身柄を拘束されて以

後、イスタンブール市内各地及び他地域にて爆弾テロ事件が散発している。 

   2）クルド労働者党はトルコ全土で爆弾や銃を使った活動を展開し、外国人観光客の安全は

保障されないとの趣旨の声明を発表している。なお、同年３月より、トルコ国の主要都市

は厳戒態勢に入った。 

 

 (2) 本件調査団は在トルコ日本大使館 河南正幸二等書記官より治安情勢につき情報を収集し

たところ、概要以下のとおりである。 

   1）上記(1)のとおり、1999年３月、対象地域を拡大し注意喚起（危険度１）が発令された。 

   2）邦人在留届の提出者については、上記 1）に際し、在トルコ日本大使館より治安情報を

３～４回発信した。また、直近においては、新たな治安情報を流すべき事態が発生してい

ない。 

   3）なお、直近において、イスタンブールにおき、ゲリラによる未遂事件も含めて何ら事件

が発生していないところ、今後、見直しの是非につき検討を進める可能性がある。 

   4）なお、在トルコ日本大使館は治安情勢につき在イスタンブール日本総領事館と密接に連

絡を取り合っている。 

 

 (3) 本件調査団はゾングルダック（プロジェクトサイトのある都市）の治安情勢等（６月９日

現在）につき確認したところ、概要以下のとおりである。 

   1）現地滞在中、治安は大変落ち着いており、不穏な動きはまったくなかった。 

   2）本件プロジェクト・チーフアドバイザーより、ゾングルダックの治安は大変平静であり、

何ら問題がない旨言及した。 
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   3）滞在した宿泊施設において、同施設側より宿泊者に対して治安情勢・安全対策に係る特

段の助言・注意等はなかった。 

 

 (4) 今後の専門家が講ずべき対策 

   JICAトルコ事務所、在トルコ日本大使館、在イスタンブール日本総領事館、現地関係機関

より治安に係る最新情報を入手するとともに、以下の点に留意すること。 

   1）イスタンブールをはじめとする都市部において 

   ① イスタンブールでは、不要な外出はできるだけ控え、夜間の外出は極力慎むこと。 

   ② 置き去りにされたカバン、袋、包みなどの不審物を発見した場合は近づかないように

すること。また、（公園のイスの下など）周囲に不審なものがないか常に気を配ること。 

   ③ 不特定多数の人が利用しており、警備上十分な対策が施されていない施設（公園、シ

ョッピングセンターの駐車場、街頭の公衆便所など）や交通機関（市バス、市電など）

の利用はできるだけ控えるとともに、できるだけ人混みに近づかないこと。 

   ④ 街頭のゴミ箱には近づかないこと。 

   ⑤ 治安当局機関（軍関係施設、警察署等）には、特に用務のない限り近づかないこと。 

   2）南東部地域等をはじめとする都市部以外の地域において 

   ① 山間部及び僻地への旅行は極力避けること。 

   ② 夜間（日没～日の出）の長距離（都市間）の移動は極力避けること。 

   ③ 個人による徒歩及び車両による移動はなるべく避けること。 
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第３章 調査団所見 
 

 標記調査団は、標記プロジェクトの中間評価、進捗状況の確認及び全体活動計画の確認・見直

しなどのため1999年６月８日から６月16日までトルコ国を訪問した。同調査団は、派遣前の対処

方針に基づき、トルコ側関係部局との協議及び炭鉱現場の視察等も行った。 

 最終的には、1999年６月15日、アンカラで開かれた合同調整委員会の場において、日本・トル

コ国双方による一連の協議結果を協議議事録として取りまとめ、トルコ石炭公社のイスマル・ベ

リンバス副総裁との間で署名・交換を行った。 

 本件調査結果の概要は以下のとおりである。 

 

３－１ 主要協議結果 

 (1) 中間評価 

   トルコ側は、本プロジェクトの進捗状況について十分満足しており、日本の技術移転につ

いて高い評価を与えている旨表明した。これまでのプロジェクトの活動・投入実績、個別活

動状況、成果、問題点、波及効果などについておのおのの項目についてまとめ、評価を行っ

た。中間評価表に結果をまとめたことにより、プロジェクトの進捗状況が明確化しただけで

なく、今後１年半の協力期間内に重点的に行うための活動計画を作成する際の参考資料にな

った。 

 集中監視システムは、－560ｍレベルまでの監視が可能となり、ガス監視、自然発火防止対

策上のシステム導入完了したと判断される。坑内のCH4センサー、COセンサーの設置状況、

維持管理状況も適切である。 

 入昇坑管理システムは、立坑口でのIDカードによる入昇者自動管理体制が確立されている。

本装置のソフトのトルコ語への翻訳、改善・追加等は、カウンターパート自らが行っており、

今後の自立発展性は可能と判断される。 

 通気制御技術は、九州大学井上助教授開発の「風丸Windows」を導入し、通気網解析を実

施しているが、コズル炭鉱は、歴史が古く、坑内骨格構造が複雑な炭鉱であるため、これま

で手計算で行ってきた通気網解析を、コンピュータで性格に実施できることになったことは、

画期的なことである。今後はTTK以外の炭鉱への普及が期待される。 

 坑内通信技術は、トルコ国では初めての導入であり、坑内の生産・保安両面における飛躍

的向上に寄与すると判断される。 

 自然発火防止技術は、総排気のCO、CO2ガスの連続自動分析機と坑内ガス分析用のガスク

ロマトグラフの導入が完了し、分析が開始されている。今後、自立のためには分析技術、維

持・管理技術について引き続き技術移転を行う必要がある。 
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 ガス・炭塵爆発防止技術は、日本式の水棚式爆発伝播防止システムの技術移転を行い、完

了している。従前のトルコ式爆発伝播防止システムは、ポリ製の箱型であったが、日本式の

袋型は、爆発時の水拡散による消炎効果、伝播防止効果が大きく、災害発生予防効果が大で

ある。 

 保安機器の保守・管理技術は、COマスク、O2マスク、防塵マスクの性能試験システムの技

術移転は完了している。コズル炭鉱のほか、TTKの他の炭鉱、褐炭公社の炭鉱の性能試験も

実施している。マスク購入・交換時には、この試験結果を用いており、実用段階に入ってい

る。 

 ガス警報機保守・管理技術は、定期的な性能試験を既に実施しており、警報機の適正作動

を図っている。 

 これら技術移転、機材供与が実施され、コズル炭鉱のみならず、他の炭鉱にも普及してい

る。技術的に自立は十分に達成されることと思われ、他炭鉱への普及が期待される。 

 

 (2) 終了時評価 

   プロジェクト終了６か月前を目途に行う終了時評価調査について、日本側、トルコ側双方

の評価チーム編成、評価方法について説明、トルコ側の理解は得られた。 

 

 (3) プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM） 

   プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の各項目についての理解がトルコ側から

得られた。指標入手手段として、生産能率、教育訓練回数等が検討されていたが、従来用い

られていた指標の、災害統計、生産能率変遷統計の中に含まれることから、特に語句の変更

は行わず、指標に用いる各統計や資料を入手した。 

 

 (4) 全体活動計画（PO）及び年次活動計画（APO） 

   PDMに基づく全体活動計画（PO）及び年次活動計画（APO）の作成を、トルコ側とともに

行い、両者の合意が得られた。 

 

 (5) 暫定実施計画（TSI）の進捗状況 

   機材の供与及び設置、短期専門家派遣、カウンターパート研修などは順調に進捗している。

他方、カウンターパート配置、サイト基盤整備、ローカルコスト負担等、トルコ側の責任範

囲については、TTKの経済的困難な状況にもかかわらず、必要な投入が今年度もなされた。 
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 (6) プロジェクト終了後のJICAとの継続的関係の維持 

   トルコ側より本プロジェクト終了後もJICAとの関係を引き続き継続し、長期専門家１名の

派遣の希望が提案された。今時調査ではこれまでの技術移転進捗状況から、供与された機材

の維持・管理、運営をトルコ側独自で行うことは、プロジェクト終了時点で可能な段階に達

する見通しであることが確認されている。プロジェクト終了後の専門家の派遣については、

来年度に予定されている終了時評価調査時点で最終的判断を行う必要がある。 

 

３－２ その他プロジェクトの実施運営上の課題・留意点等 

 (1) 自然発火防止対策用コンクリート吹付け機供与 

   TTK傘下の炭鉱の炭層状況賦存状況、採炭条件等から自然発火発生の危険性が高く、その

防止対策として、沿層（炭層）坑道にセメントモルタルを吹き付けるコンクリート吹付け機

の供与の追加要請がなされた。しかしながら、本プロジェクトは４年目を迎え、当初計画の

機材は昨年度までにほぼ供与が完了し、今年度はこれまでのスペアパーツのみの予算であり、

技術移転に緊急かつ必要不可欠とは考えられず、当初計画外の本機材供与の要請は、非常に

困難である旨説明した。 

 

 (2) 竣工式開催 

   1999年の７月に２名の短期専門家が集中監視システムの追加機材の設置のため、派遣され

ている。これをもって、当初計画の供与機材設置がすべて完了予定のため、1999年９月～10

月の間に竣工式の実施が提案されている。日にちについては、この期間内で問題ない旨各機

関の了承を得た。 

 

 (3) 治安問題 

   外務省より、現在トルコ国に対する危険度１の指定がなされているが、大使館、派遣専門

家からの聞き取り調査によれば、アンカラ、ゾングルダック周辺での現状特段の治安上の問

題点はないとのことである。しかし、今後ともより一層の情報収集など、危機管理体制の継

続は必要である。 

 

 (4) カウンターパート 

   TTKのコズル炭鉱は、150年以上の歴史があり、組織的、技術的にはしっかりとしており、

保安・生産両面での技術革新には非常に意欲的である。今後、石炭販売価格、民営化問題な

ど直面する問題は多いが、長年にわたり蓄積された技術力によりプロジェクトの自立発展性

は非常に高いと判断される。 
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 (5) 炭鉱現場視察 

   コズル炭鉱に入坑し現場視察を行ったが、150年以上の歴史のある炭鉱で、立坑のほか主要

坑道は堅固な構造で長い歴史を感じさせるものである。しかし長い歴史と複雑な地質条件と

により、坑内構造は広範な採掘エリア、長い維持坑道長、複雑に入り組んだ骨格構造となっ

ている。このため坑内整備に多大な塵を必要としており、生産コストアップ要因となってい

ることがうかがえる。 

 なお炭層賦存状況が急傾斜であることから、採掘深度の急激な深部化が避けられない。今

後はこの採掘エリアの集約、維持坑道長の短縮を図り、人員の削減、コストの低減を図って

いくことが、炭鉱経営としての課題である。 

 

 (6) プロジェクトの評価 

   本プロジェクトは計画段階から到達目標がきちんと定められ、プロジェクト運営管理が厳

しくなされており、リーダーの統率のもと派遣各専門家がそれぞれの役割分野の計画どおり

達成しているため、トルコ側のプロジェクトに対する評価は非常に高いものがある。 
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